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令和７年度なら食と農の魅力創造国際大学校 

学生募集広報業務委託（駅看板広告等）業務説明書 

 

Ⅰ 業務概要 

 

１．業務の目的 

  なら食と農の魅力創造国際大学校（以下、大学校という。）の令和８年度及び令和９年 

 度入学の学生募集に向け、フードクリエイティブ学科及びアグリマネジメント学科の学 

 生募集について広く周知する。 

 

２．業務内容 

  近郊主要駅等での広告及びＳＮＳ等を活用した動画広告に加え大学校の学生募集に効 

 果的なＰＲ業務 

 

（１）近郊主要駅等での広告 

 ・近郊主要駅等へ学生募集情報の広告を行う。 

 ・広告種別は、看板広告のみとする。 

 ・学生募集に向けて効果的な掲出場所、掲出時期、掲出数等を提案すること。 

 ・半年以上の掲出期間での看板広告を提案し、年間を通して高校生、社会人等にＰＲでき 

  るスケジュールで提案すること。 

 ・掲出数に上限はないが、下記の５ヶ所（奈良県内４ヶ所、大阪府内１ヶ所）の看板広 

  告は必須とする。 

  ※奈良県内４ヶ所は、大学校の最寄り駅（桜井駅、橿原神宮前駅）、大和八木駅、大 

   和西大寺駅への掲出とする。掲出期間は大学校の最寄り駅である、桜井駅、橿原神 

   宮前駅は通年とし、大和八木駅、大和西大寺駅は、半年以上とする。 

  ※大阪府内１ヶ所は、阿部野橋歩道橋看板への掲出とする。掲出期間は通年とする。 

 ・広告には、（デザインを含む）看板制作、掲出手続き、設置作業、撤去作業等の各種 

  広告に係る全ての費用を含む。 

 ・広告制作における素材においては、大学校から支給するものとする。 

 

 （２）ＳＮＳ等を活用した動画広告 

  ・ＳＮＳ等を活用し、動画広告にて学生募集情報の広告掲載を行うこと。 

  ・学生募集に向けて効果的な広告形態、広告時期、記事形態及び広告数等を提案する 

   こと。 

  ・広告時期としては、大学校のＡＯ入試のエントリー期間中、一般入試の出願期間中、 

   オープンキャンパスの開催前等のＰＲも考慮し、高校生だけでなく、時期によって 



2 

 

   は社会人も重点的にＰＲできるように考慮し提案すること。また２～３月頃におい 

   ては、令和９年度入学の学生募集にも向けた提案をすること。 

  ※大学校では、４つのＳＮＳ公式アカウント（YouTube、Instagram、Facebook 及び 

   LINE）を所有。 

  ※広告掲載の実施のみで、使用する素材については、大学校から支給するものとする。 

 

（３）その他の効果的な広報の提案 

 ・上記（１）～（２）以外の方法で効果的で費用対効果の高い広報を提案すること。 

 

（４）本業務を円滑に遂行するために必要となる業務 

 

３．委託上限額 

  ４，９７９，１５０円（消費税および地方消費税の額を含む）以内とする。 

 

４．参加資格 

  この委託業務における受託者募集に参加できる者は、次に掲げる要件のすべてを満たす者 

 とする。 

（１）奈良県の競争入札参加資格を有している者 

   ①奈良県の競争入札参加資格者名簿に登録している業者  

   ②営業種目「Ｑ５ 広告・イベント業務」で登録している業者 

   ③奈良県の入札参加停止の措置期間中でない者 

（２）本件業務と同様の業務を実施した実績を有すること 

   業務説明書のⅠの２の（１）の業務内容に示す同様業務について、過去２年間の対 

   象期間内（令和４年４月１日～令和７年２月２５日の間で業務が完了しているも 

   の）に１２ヶ月以上の継続的な実績を２件以上有すること。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該 

   当しない者であること。 

（４）国税および地方税を滞納していない者であること。 

（５）奈良県の指名停止又は指名保留の措置期間中でない者であること。 

（６）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始 

   の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の 

   申立て、または破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申 

   立てが行われている者でないこと。 

（７）銀行の取引停止、又は差押えを受けていない者であること。 

（８）役員に法律行為を行う能力を有しない者、破産者で復権を得ない者および禁固以上 

   の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から２ 
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   年を経過しない者がいる法人等でないこと。 

（９)「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（平成３年法律第７７号）第２ 

   条第２号に規定する暴力団でないこと。 

（10）暴力団またはその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）若しく 

   は暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある法人 

   等でないこと。 

（11）上記(９)および(10)並びにそれらの構成員（以下「暴力団等」という。）の利益と 

   なる活動（暴力団等と取引をし、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど積極的 

   に暴力団等の維持運営に協力し、又は関与することをいう。以下同じ。）を行う法 

   人でないこと。 

（12）役員等（役員および経営に事実上参加している者。以下同じ。）が暴力団等の利益 

   となる活動を行う法人でないこと。 

（13）役員等が暴力団等社会的に不適切な交友関係（相手方が暴力団等であることを知り 

   ながら、会食、遊戯、旅行、スポーツ等を共にするような交友関係をいう。）を継 

   続的に有している法人でないこと。 

 

５．履行期間 

  契約締結日から令和８年３月３１日(月)まで 

 

６．成果品 

  下記の成果品について、１部（紙媒体での提出の場合）または電子データでの提出と 

 する。 

  ・駅看板広告等を行った実施状況報告書（掲出及び撤去状況、各媒体の実施状況等） 

  ・ＳＮＳ等を活用した動画広告を行ったページ画面出力 

  ・ＳＮＳ等を活用した動画広告を行った結果報告書（実施内容、結果説明、用語の解 

   説等） 

 

Ⅱ 参加表明書の提出 

 

１．参加表明書の作成および提出方法 

 

（１）参加表明書の作成方法 

 ・参加表明書の様式は、様式１－１に示すとおりとする。 

 ・参加資格を確認するために、様式１－２に同様業務の実績（最大５件）を記載すること。 
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（２）受付期間 

   公告日から令和７年３月７日（金）の午後５時まで。 

   ただし、午前９時から正午まで、午後１時から午後５時までとし、県の休日を除く。 

 

（３）提出先 

   なら食と農の魅力創造国際大学校 総務企画課 

   ＴＥＬ ０７４４－４６－９７００（ダイヤルイン） 

   ＦＡＸ ０７４４－４６－３３７０ 

   住 所 〒６３３－００４４  奈良県桜井市大字高家２２１７ 

 

（４）提出物および提出部数 

   ・様式１－１ 参加表明書 １部 

   ・様式１－２ 同様業務の実績 １部 

 

（５）提出方法 

   持参または郵送。 

   ※郵送の場合は簡易書留等の確実な方法によるものとし、提出期限必着とする。 

 

２．参加表明書の作成に関する質問の受付および回答 

 

（１）受付期間 

   令和７年２月２８日（金）の午後５時まで。 

   ただし、午前９時から正午まで、午後１時から午後５時までとし、県の休日を除く。 

 

（２）提出先 

   Ⅱの１の（３）の提出先と同じ。 

   質問の様式は任意とし、担当者名および連絡先（電話番号、ＦＡＸ番号）を明記すること。 

 

（３）提出方法 

   ＦＡＸで提出し、電話にて受信の確認をすること。 

 

（４）回答 

   令和７年３月４日（火）までに、全質問に対する回答をなら食と農の魅力創造国際大学 

  校ホームページ（お知らせページ）において公表する。 
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３．技術提案書の提出を依頼する者の選定 

 

  参加表明書を審査し、参加表明書を提出した者のうち下記の要件を満たす者を技術提案書の 

 提出を依頼する者として選定する。なお、参加資格を有すると確認された者が６者以上の場 

 合、書類審査を行い、技術提案書の提出者を上位５位まで選定する。 

 

（１）参加表明者の業務実績に関する要件 

   参加表明書を提出する者は、近郊主要駅等での広告にかかるⅠの２の（１）の業務内容に 

  示す同様業務について、過去２年間の対象期間内（令和４年４月１日～令和７年２月２５日 

  の間で業務が完了しているもの）に１２ヶ月以上の継続的な実績を２件以上有さなければな 

  らない。 

   なお、様式１－２に実績を５件分まで記載できるものとし、実績が証明できる契約書、請 

  書等の写しを添付すること（契約内容、契約期間、契約相手方が確認できる部分のみで可、 

  契約金額は[黒塗]でもかまわない）。 

 

４．選定、非選定の通知 

 

（１）参加表明書を提出した者には、技術提案書の提出依頼または非選定の通知を行う。このう 

   ち、選定しなかった者に対しては、その理由を書面により通知する。 

 

（２）非選定通知書を受けた者は、非選定通知書の通知日の翌日から起算して７日（県の休日を 

   除く）以内にその理由の説明を求めることができる。 

 

（３）上記（２）の回答は、書面により行うこととし、説明を求めることが出来る最終日の翌日 

   から起算して１０日（県の休日を除く）以内の消印で郵送する。 

 

（４）非選定理由の説明書請求の受付方法、場所および受付期間は以下のとおり。 

  ・受付方法：持参または郵送。 

   ※郵送の場合は簡易書留等の確実な方法によるものとし、提出期限必着とする。 

  ・受付場所：Ⅱの１の（３）の提出先と同じ。 

  ・受付期間：Ⅱの４の（２）のとおり。 
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Ⅲ 技術提案書の提出 

 

１．技術提案書の作成および提出方法 

 

（１）技術提案書の作成方法 

   技術提案書の様式は、様式２－１～２－３に示すとおりとする。 

   技術提案書には事業の目的および業務内容を踏まえ、次の事項について記載すること。 

 

【様式２－２ 実施体制】 

 実施体制および業務の分担について、総括責任者、近郊主要駅等での看板広告担当、その実績

を含めて具体的に明記すること。 

 Ａ４版２ページ以内に記載すること。（片面印刷・カラー可）文字サイズは図表を除き１０．

５ポイントとする。 

 

【様式２－３ 企画提案】 

 下記の各項目について、Ａ４版１０ページ以内に記載すること。（片面印刷・カラー可）文字

サイズは図表を除き１０．５ポイントとする。 

 

 ➀学生募集広報方針（必須項目） 

 ・学生募集広報方針を記載するとともに、全体の事業スケジュールおよび各広告との 

  連携等について記載すること。 

 ・すべての提案内容の実施スケジュールを記した年間スケジュール表を記載すること。 

 

 ➁近郊主要駅等での広告（必須項目） 

 ・近郊主要駅等へ学生募集情報の広告を行う。 

 ・広告種別は、看板広告のみとする。 

 ・掲出場所（場所の詳細だけでなく、周辺通行人数等も含めて記載）、掲出時期、掲出数 

  等を具体的に記載すること。 

 ・半年以上の掲出期間での看板広告を提案し、年間を通して高校生、社会人等にＰＲでき 

  るスケジュールで提案すること。 

 ・掲出数に上限はないが、下記の５ヶ所（奈良県内４ヶ所、大阪府内１ヶ所）の看板広 

  告は必須とする。 

  ※奈良県内４ヶ所は、大学校の最寄り駅（桜井駅、橿原神宮前駅）、大和八木駅、大 

   和西大寺駅への掲出とする。掲出期間は大学校の最寄り駅である、桜井駅、橿原神 

   宮前駅は通年とし、大和八木駅、大和西大寺駅は、半年以上とする。 

  ※大阪府内１ヶ所は、阿部野橋歩道橋看板への掲出とする。掲出期間は通年とする。 
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 ➂ＳＮＳ等を活用した動画広告（必須項目） 

 ・学生募集に向けて効果的な広告形態、広告時期、記事形態及び広告数等について具体 

  的に提案すること。 

 ・広告時期としては、大学校のＡＯ入試のエントリー期間中、一般入試の出願期間中、 

  オープンキャンパスの開催前等のＰＲも考慮し、高校生だけでなく、時期によっては 

  社会人も重点的にＰＲできるように考慮し提案すること。また２～３月頃において 

  は、令和９年度入学の学生募集にも向けた提案の記載をすること。 

 

 ➃その他の効果的な広報の提案（任意項目） 

 ・その他、新聞・その他雑誌、ＳＮＳ等の広報媒体への情報掲載等、効果的でありかつ費 

  用対効果の高い広報ツールを具体的に記載すること。 

 

【共通事項】 

 ➀技術提案書の作成に当たっては、次の資料を参考とすること 

  ・参考資料１：学校紹介パンフレット（公告ページに添付） 

  ・参考資料２：学生募集スケジュール（予定をⅡの１の（３）の提出場所で閲覧可能） 

  ・参考資料３：オープンキャンパススケジュール（予定をⅡの１の（３）の提出場所で 

         閲覧可能） 

 ➁業務内容には、各広告向け掲載記事の作成も含む。なお、参考資料１の学校紹介パ 

  ンフレットのデータは、掲載記事作成の使途に限り貸与する。 

 

（２）技術提案書作成上の留意事項 

 ①技術提案書の副本には、提出者（再委託先を含む）を特定することができる内容の記述（具 

  体的な社名やロゴマーク等）を記載しないこと。記載がある場合はその項目を無効とする。 

 ②技術提案書の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時および計量法 

  に拠るものとする。 

 ③技術提案書の作成および提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

 ④提出された技術提案書は返却しない。また、技術提案書を無断で他に使用することは出来な 

  い。 

 ⑤技術提案書がこの書面および別添の様式に示された条件に適合しない場合は、無効とする。 

 ⑥技術提案書の提出を辞退する場合は、辞退届(任意様式)を提出すること。 

 

（３）受付期間 

   令和７年３月１１日（火）から令和７年３月１８日（火）の午後５時まで 

   ただし、午前９時から正午まで、午後１時から午後５時までとし、県の休日を除く。 
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（４）提出先 

   Ⅱの１の（３）の提出先と同じ。 

 

（５）提出物および提出部数 

   ・様式２－１ 技術提案書    １部 

   ・様式２－２ 実施体制     正本１部、副本５部 

   ・様式２－３ 企画提案     正本１部、副本５部 

   ・見積書（任意様式）      １部 

   ※見積書の作成において、一つの掲出内容ごとに、掲出予定駅、掲出予定場所、掲 

   出サイズ、掲出期間、費用（全ての制作、取付費用、撤去費用等を含んだ金額）を 

   含む詳細な記載をすること。なお、一つの掲出内容とは、一つの掲出予定場所およ 

   び掲出期間を一括りとしたものを指す。 

 

（６）提出方法 

   持参または郵送。 

   ※郵送の場合は簡易書留等の確実な方法によるものとし、提出期限必着とする。 

 

２．技術提案書作成に関する質問の受付 

 

（１）受付期間 

   令和７年３月１１日（火）の午後５時まで。 

   ただし、受信の確認は、午前９時から正午まで、午後１時から午後５時までとし、県の 

   休日を除く。 

 

（２）提出先 

   Ⅱの１の（３）の提出先と同じ。 

 

（３）提出方法 

   ＦＡＸで提出し、電話にて受信の確認をすること。 

    担当者名および連絡先（電話番号、ＦＡＸ番号）を明記すること。  

 

（４）回答 

   令和７年３月１３日（木）までに、全質問に対する回答をなら食と農の魅力創造国際大学 

  校ホームページ（お知らせページ）において公表する。 

 

 



9 

 

３．技術提案書を選定するための評価基準 

 

（１）技術提案書の評価基準は下記のとおりとする。なお、評価基準について変更があれば技術 

  提案書提出依頼時に示す。 

 

 技術提案書の評価基準は下記のとおり。 

評価項目 評価基準 配点 

実施体制 

 

業務を遂行するために必要な体制・人員が確保されており、 

効果的な学生募集広報が実行できる 
５点 

本件業務と同様の業務を実施した実績がある １５点 

    

 

    企画力 

     

 

業務の趣旨を十分理解し、目的に合致した提案となっている １０点 

効果的で実行可能なスケジュールを立案している １０点 

近郊主要駅等への広告について、学生募集に効果的な内容が提案され

ている 

必須の掲出場所以外にも看板広告等が提案されている 

３０点 

ＳＮＳ等を活用した動画広告について、学生募集に効果的な内容が提

案されている 

２０点 

その他の効果的な広報が提案されている ５点 

業務コスト 

の妥当性 

提案内容を実現するための経費が漏れなく盛り込まれており、 

妥当な金額である 
５点 

 

（２）評価方法及び委託事業者特定方法 

 ①技術提案書を評価基準により県が別途設置する審査委員会において審査し、最も高い 

  評価を得た事業者を受託者として特定する。 

  ただし、各委員の総得点が６割以上でなければならないこととする。 

 ②参加表明が１者の場合でも提案書の審査を行う。ただし提案書の評価において、各委 

  員の総得点が６割以上で、かつ委員会の合議により認められた場合のみしか、当該事 

  業者を受託者として特定できないものとする。 

 ③全評価項目を合計した評価点の最高得点者が複数者いる場合は、以下の優先順位の評 

  価項目で評価点数が高い者に決定する。 

  「企画力」合計→「実施体制」合計→「業務コストの妥当性」 

 ④技術提案書に関するプレゼンテーション等は行わない。なお、提出済みの技術提案書に 

  ついて、質問することがある。 

 

 



10 

 

４．特定、非特定の通知 

 

（１）技術提案書を提出した者には、特定または非特定を通知する。このうち、特定しなかった 

  者に対しては、その理由を書面により通知する。 

 

（２）非特定通知書を受けた者は、非特定通知書の通知日の翌日から起算して７日（県の休日を 

  除く）以内にその理由の説明を求めることができる。 

 

（３）上記（２）の回答は、書面により行うこととし、説明を求めることが出来る最終日の翌日 

  から起算して１０日（県の休日を除く）以内の消印で郵送する。 

 

（４）非特定理由の説明書請求の受付方法、場所および受付期間は以下のとおりとする。 

   ・受付方法：持参または郵送。 

   ※郵送の場合は簡易書留等の確実な方法によるものとし、提出期限必着とする。 

   ・受付場所：Ⅱの１の（３）の提出先と同じ。 

   ・受付期間：Ⅲの４の（３）のとおり。 

 

５．審査結果の公表 

 

 ５による特定後、審査結果をなら食と農の魅力創造国際大学校ホームページ（お知らせ

ページ）にて公表するものとする。公表する内容は、業務名、受託者、審査年月日、審査

結果（応募者数、応募者ごとの実施体制、企画力、業務コストの妥当性の評価項目点数）

とする。 

 

６．その他留意事項 

 

（１）契約には、仕様書、契約書の作成を要する。 

 

（２）技術提案書に虚偽の記載をした場合は、当該業務の技術提案書を無効とする。 

 

（３）技術提案書提出期限後における、提案者からの記載内容の変更（追加）は、原則として認 

   めない。 

 

（４）提出された技術提案書は、特定を行う作業に必要な範囲において複製を作成することがあ 

   る。特定を行う作業の終了後には裁断して廃棄する。 
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（５）提出された技術提案書およびその複製は、技術提案書の選定以外に提出者に無断で使用し 

   ない。 

 

（６）技術提案書提出後も、随意契約の相手方として特定されるまでは、辞退することができる。 

   また、辞退したことを理由として不利益な取り扱いを受けるものではない。 

 

（７）特定後に、提案していた駅掲出予定場所等を確保できなかった場合は、別途協議する。 

 

（８）特定後に、提案された実施スケジュール、広告対象者の設定等については、協議の 

   うえで変更できるものとする。 

 

（９）本件業務の全部を第三者に委託することは禁止する。 

 

（１０）本件業務の一部を第三者に委託する場合は、発注者と協議の上、決定することとする。 

 

（１１）個人情報および関係者から提供を受けた資料・情報等については、管理・保管を 

    十分に行うとともに、情報の外部漏洩に細心の注意を払うこと。別記「個人情報 

    取扱特記事項」を遵守すること。 

 

（１２）「公契約条例に関する遵守事項（特定公契約以外用）」を遵守すること。 
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公契約条例に関する遵守事項（特定公契約以外用） 

 

 本業務を受注しようとする者は、この遵守事項を理解した上で受注すること。 

 

１ 奈良県公契約条例の趣旨にのっとり、公契約の当事者としての社会的責任を自覚し、本

業務を適正に履行すること。 

 

２ 本業務の履行に当たり、次に掲げる事項その他の法令を遵守すること。 

ア 最低賃金法第４条第１項に規定する最低賃金の適用を受ける労働者に対し、同法第３

条に規定する最低賃金額（同法第７条の規定の適用を受ける労働者については、同条の規定

により減額して適用される額をいう。）以上の賃金（労働基準法第 11 条に規定する賃金を

いう。以下同じ。）の支払を行うこと。 

イ 健康保険法第 48 条の規定による被保険者（同法第３条第４項に規定する任意継続被保

険者を除く。）の資格の取得に係る届出を行うこと。 

ウ 厚生年金保険法第 27 条の規定による被保険者（同条に規定する 70 歳以上の使用され

る者を含む。）の資格の取得に係る届出を行うこと。 

エ 雇用保険法第４条第１項に規定する被保険者について、同法第７条の規定による届出

を行うこと。 

オ 労働保険の保険料の徴収等に関する法律第４条の２第１項の規定による届出を行うこ

と。 

 

３ 本業務の一部を、他の者に請け負わせ、若しくは委託し、又は本業務の履行に他の者が

雇用する労働者の派遣を受けようとするときは、当該他の者に対し、この遵守事項を周知し、

遵守するよう指導すること。 
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（別記） 
                              個人情報取扱特記事項 
 （基本的事項） 
第１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっては、個人の
権利利益を侵害することのないように、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

 
 （秘密の保持）                                       
第２ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。この契約が
終了し、又は解除された後においても、また同様とする。 

 
 （収集の制限） 
第３ 乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集するときは、当該事務の目的を達成
するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

 
 （目的外利用・提供の禁止）                                                        
第４ 乙は、甲の指示がある場合を除き、この契約による事務に関して知り得た個人情報を契約の
目的以外の目的に利用し、又は甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

 
 （特定個人情報等の持ち出しの禁止）                                              
第５ 乙は、この契約による事務に関して知り得た特定個人情報等を事業所内から持ち出してはな
らない。 

 
 （漏えい、滅失及びき損の防止）                                       
第６ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及びき損（以下「漏えい
等」という。）の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければなら
ない。 

 
 （従事者の監督及び教育） 
第７  乙は、この契約による事務を処理するために取り扱う個人情報の適切な管理が図られるよう
に、従事者に対して必要かつ適切な監督を行うとともに、関係法令、内部規定等についての教
育を行わなければならない。 

２ 乙は、この契約による事務に従事している者に対し、在職中及び退職後においても当該契約
による事務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない
こと、個人情報の違法な利用及び提供に対して罰則が適用される可能性があることその他個人
情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。 

 
 （複写又は複製の禁止） 
第８ 乙は、この契約による事務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録された資料
等を甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

 
 （再委託における条件） 
第９ 乙は、甲が承諾を得た場合に限り、この契約による事務の全部又は一部を第三者に再委託
をすることができる。 

 
 （資料等の返還等） 
第 10 乙は、この契約による事務を処理するために、甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、若
しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約の完了後、直ちに、甲に返還し、又
は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、当該指示に従うものとする。 

 
第 11 乙は、その従事者に特定個人情報等を取り扱わせるに当たっては、必要最小限の従事者
に限るとともに、特定個人情報等を取り扱う従事者及びその取り扱う特定個人情報等の範囲を
明確にする。 
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 （取扱状況についての指示等） 
第 12 甲は、必要があると認めるときは、随時、個人情報の取扱状況及びこの契約の遵守状況に
ついて、乙に対して、必要な指示を行い、若しくは報告若しくは資料の提出を求め、又は実地
の調査をすることができる。この場合において、乙は、拒んではならない。 

 
 （事故発生時における報告） 
第 13 乙は、個人情報の漏えい等その他のこの契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれ
のあることを知ったときは、速やかに、甲に報告し、必要な調査、再発防止のための措置等につ
いて甲の指示に従うものとする。 

 
 （損害賠償等） 
第 14 乙は、その責めに帰すべき事由により、この契約による事務の処理に関し、甲又は第三者
に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。再委託先の責めに帰すべき事由
により、甲又は第三者に損害を与えたときも、また同様とする。 

２ 甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項の内容に反していると認めるときは、契約の解除又は
損害賠償の請求をすることができるものとする。 

 


